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首都圏における国民保護の推進について 

 

世界各国でテロ等が多発し、近年の国際情勢が緊迫化するなか、その脅威は我が国も例

外ではない。とりわけ首都圏は、我が国の総人口の約３割が集中しており、さらに今後、

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、世界各国から多くの来街者が見

込まれる。 

 こうした状況を踏まえ、首都圏住民や世界各国からの来街者が安心して住み、働き、訪

れることができるよう、大規模テロ等の国民保護事案に関する対策の推進に万全を期する

ことが必要である。 

 2016 年に開催されたリオデジャネイロオリンピック・パラリンピック競技大会では、国

民や世界各国からの来街者の生命や財産を守るため、国を挙げた広域的な危機管理体制が

敷かれたが、我が国においても、こうした対策の推進にあたっては、国と自治体が緊密に

相互連携・情報共有を図る必要がある。また、国民保護措置は法定受託事務であり、対策

の推進にあたっては、まず国と自治体との役割を整理したうえで、費用については国が負

担する必要がある。 

 このため、国が強いリーダーシップを持って住民等への普及啓発、広域避難に関する指

針の提示など国民保護に係る具体的な対応を図るよう、下記の事項について提案する。 

 

記 

 

１ 国は、国民保護に係る事業を円滑に推進するため、住民・事業者・外国人観光客等の

理解を深める啓発・研修に主導的に取り組むこと。特に、大都市部における大規模商業

施設管理者等については、ファーストレスポンダー(初動対応者)としての対応に関する

啓発・研修の機会を設けること。 

  また、住民や今後更なる増加が予想される世界各国からの来街者に対し、理解を深め

るための普及啓発を積極的に行い、国民保護に対する意識の醸成を図ること。 

 

２ 国民保護法第 148 条により、都道府県知事が、国民保護法施行令第 35 条で定める基準

を満たす施設を避難施設として指定しているが、施設管理者の同意を得やすいよう、避

難施設として使用された場合の損害補償等を制度化すること。そのうえで、国から関係



 

機関などに働きかけを行うこと。 

 

３ 迅速かつ円滑な住民の広域避難を実施するために、国においては、広域避難・救援に

関して具体的検討を進め、国が都道府県に行う指示事項と国・都道府県・市区町村が行

う業務内容を明確にした対処マニュアル等を以下のとおり策定すること。 

（１）住民避難の実施について、国は首都圏の公共交通機関をはじめとする関係機関の総

合調整を行うとともに、住民の避難に関して、事態発生からの時系列や事態の規模等

を踏まえ、各フェーズに応じた住民の避難方法などの基本的な考え方を対処マニュア

ル等に盛り込むこと。 

（２）大規模集客施設や旅客輸送関連施設の施設管理者との連携のあり方について、国の

基本指針に新たに加えた点を踏まえ、具体的な考え方を盛り込んだモデルケースを示

すこと。 

 

４ 国は、国民保護に係る自治体職員の人材育成を図るため、以下の支援に取り組むこと。 

（１）武力攻撃事態や大規模テロ等を想定した訓練を実施するにあたり、各自治体の実情

に合わせて、自治体職員に対する専門的な助言等の支援を行うこと。 

（２）専門的な知識を有する職員を養成するための実践的な研修の場を充実させるととも

に、自治体の費用負担をなくす等、より多くの職員が参加できるようにすること。ま

た、各自治体が実施している研修会の費用負担等の支援を行うこと。 

 

５ 武力攻撃事態や大規模テロ等に備えるため、物資及び資機材等の備蓄に当たっては、

以下のとおり整備すること。 

（１）NBC 攻撃等により発生する武力攻撃災害等に対処するための物資及び資機材等は、

国の責任において確保すること。また、物資及び資機材等の備蓄施設、有事の搬送方

法について、指針を示すこと。 

（２）国は、自治体と意見交換を行い、国と自治体との役割を明示し、自治体が備蓄する

場合においては、物資及び資機材等の種類や数量をガイドラインで示すとともに、そ

の財源を措置すること。 

 

６ あらゆる緊急事態における迅速かつ適切な情報伝達を円滑に行うため、以下のとおり

整備対応すること。 



 

（１）緊急事態における国民及び自治体への情報伝達について、想定される緊急事態の形

態毎に発信情報の内容や発信基準を明確にし、迅速かつ適切な情報伝達を行うこと。 

（２）全国瞬時警報システム（Ｊアラート）全国一斉情報伝達試験の実施にあたっては、

住民理解の促進等が図られるよう、訓練自治体が事前周知に取り組むための実施日の

早期の提示や国としての国民への広報の実施及びシステム改善等を図ること。 


